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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期

会計期間

自　平成23年
４月１日

至　平成23年
９月30日

自　平成24年
４月１日

至　平成24年
９月30日

自　平成25年
４月１日

至　平成25年
９月30日

自　平成23年
４月１日

至　平成24年
３月31日

自　平成24年
４月１日

至　平成25年
３月31日

売上高 （千円） 918,529 863,061 826,766 1,731,083 1,646,341

経常利益又は経常損失

（△）　
（千円） 24,038 △6,639 3,606 2,832 △54,532

中間純利益又は中間

（当期）純損失

（△）　

（千円） 19,879 △10,330 △677 △5,982 △62,121

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,103,400 1,103,400 1,103,400 1,103,400 1,103,400

発行済株式総数 （千株） 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

純資産額 （千円） 310,959 275,190 223,355 285,527 223,723

総資産額 （千円） 1,173,346 1,100,628 1,133,966 1,118,833 1,128,513

１株当たり純資産額 （円） 15.62 13.82 11.22 14.34 11.24

１株当たり中間純利益

金額又は中間（当期）

純損失金額（△)

（円） 1.00 △0.52 △0.03 △0.30 △3.12

潜在株式調整後

１株当たり中間

（当期）純利益金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 26.5 25.0 19.7 25.5 19.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 12,797 △14,315 △1,179 △5,912 △65,403

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 638 △1,881 △627 4,587 △18,987

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △11,000 1,000 19,983 △28,032 97,166

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 82,158 35,168 81,317 50,364 63,140

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
（人）

113

[99]

111

[100]

109

[103]

111

[97]

110

[106]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。

３　当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第68期、第69期中、第69期及び第70期中は

１株当たり中間（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、

第68期中は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当社には、子会社及び関連会社がないため、企業グループは存在いたしません。

　

４【従業員の状況】

 

(1）提出会社の状況

　　当社は、単一セグメントのため、セグメント別には記載しておりません。　

 平成25年９月30日現在

従業員数（人）  109　（103）

 （注）１　従業員数は就業人員であります。

       ２　従業員数欄の（外書）は臨時雇用者数の当中間会計期間の平均雇用人員であります。　

　　　

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、政府の経済・金融政策への期待感から円安と株高が進み、輸出産業を中

心として企業の景況感に改善がみられるものの、他方、新興国経済の成長鈍化や欧米債務危機問題の長期化等が発

現し、海外景気の停滞による不安感が散見されるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移するものと

思われます。　

　菓子業界におきましては、食の「安全・安心」はもちろん、高品質商品の提供が求められる中で、消費者の生活

防衛意識や節約志向は依然根強く、さらに企業間競争は激化するという状況にあります。直営店におきましては、

人口が減少し、小売り形態も変化する環境のもと、集客および顧客定着化のためには、接客サービス及び販促活動

の徹底や、顧客満足の仕組みづくりが求められております。また、百貨店及び量販店におきましては、中元期の法

人ギフト需要が低迷し、高額贈答品である和菓子市場は厳しい商況となっており、商品構成の見直しは喫緊の課題

となっております。　

　このような経済状況の中、当社は引き続き経費の削減を実施するとともに、売上原価率の改善及び固定費を含む

総コストの削減に取り組み、収益構造の改善を図ってまいりました。

　営業面におきましては、あべのハルカス近鉄本店の限定商品として朝生商品（花色衣３種類）を新発売しまし

た。中元期には、夏季ギフト商品であるプラスチック容器入りゼリー（紀の梅・紀の橘）のデザイン変更や詰合わ

せ内容の変更を実施しました。直営店におきましては、自家需要商品として、焼菓子のいちごブッセ、ハーフカス

テラ、洋風蒸し菓子・映（いちごミルク・抹茶ミルク）を新発売し駿河屋ファンの増加と売上の拡大を図りまし

た。生産面におきましては、円安による原材料価格やエネルギーコストの上昇など厳しい経営環境が続く中、より

新鮮で高品質な商品づくりをモットーに商品力の強化を図りました。　

　しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、当中間会計期間の売上高は、直営店部門におきましては、前

年同期より８百万円減少し、366百万円（前年同期比97.8％）となりました。

　百貨店部門におきましては、前年同期より19百万円減少し、219百万円（前年同期比91.8％）となりました。

　スーパー部門におきましては、前年同期より11百万円減少し、153百万円（前年同期比92.9％）となりました。

　喫茶部門におきましては、前年同期より０百万円増加し、24百万円（前年同期比100.8％）となりました。

　その他部門におきましては、前年同期より３百万円増加し、63百万円（前年同期比105.6％）となりました。

　これらにより、当中間会計期間の全社売上高は、前中間会計期間より36百万円減少し、826百万円（前年同期比

95.8％）となりました。

　また、当中間会計期間の損益面におきましては、売上原価が483百万円（前中間会計期間は497百万円）と前中間

期より減少したものの、売上高の減少がそれを上回ったことにより、売上総利益は343百万円（前中間会計期間は

365百万円）となりました。販売費及び一般管理費においては、前中間期と比較して６百万円増加して373百万円と

なったため、当中間会計期間の営業損失は30百万円（前中間会計期間は営業損失１百万円）となりました。経常利

益は３百万円（前中間会計期間は経常損失６百万円）、当中間会計期間の中間純損失は０百万円（前中間会計期間

は中間純損失10百万円）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フローの状況

  当中間会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが△１百万円（前中間会計

期間は△14百万円）、投資活動によるキャッシュ・フローが△０百万円（前中間会計期間は△１百万円）、財務活

動によるキャッシュ・フローが19百万円（前中間会計期間は１百万円）であったこと等により前事業年度末より18

百万円増加し、81百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、１百万円の減少（前年同期比13百万円の収入の

増加）となりました。これは主に、長期未払金が11百万円減少（前年同期比８百万円の収入の減少）しましたが、

税引前中間純利益が３百万円（前年同期比９百万円の収入の増加）となったこと、売上債権が11百万円の減少（前

年同期比３百万円の増加）となったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、０百万円の減少（前年同期比１百万円の支出の

減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出０百万円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、19百万円の増加（前年同期比18百万円の収入の

増加）となりました。これは、短期借入金の返済による支出が30百万円ありましたが、短期借入金の借入による収

入が50百万円あったこと等によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、生産実績を製品別に示すと、次のと

お　りであります。　

製品別

当中間会計期間
（平成25年４月１日～平成25年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

羊羹 50,127 97.2

缶詰 53,318 99.7

饅頭 125,837 100.5

煎餅 19,887 86.7

その他 52,720 93.3

計 301,891 97.5

　（注）１　金額算出の基準は各期の製造原価によっております。

２　その他は羊羹、缶詰、饅頭等の詰合せに使用された容器類等を含んでおります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　　当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、仕入商品実績を商品別に示すと、次の

とおりであります。　

品別

当中間会計期間
（平成25年４月１日～平成25年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

羊羹　 73 －

缶詰 14,700 71.7

饅頭 55,530 97.4

煎餅 50,860 103.5

その他 58,631 92.3

計 179,796 94.5

　（注）１　生産実績に含まれない仕入商品であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社の製品は需要周期が安定しており、一部製品を除いて見込生産によっております。
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(4）販売実績

①　販売経路

　主たる販売先は当社直営店並びに全国の有名百貨店、小売店に対する直販経路によります。

②　販売実績

　　当社は、単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、販売実績を販売先別に示すと、次の

とおりであります。　

販売先別

当中間会計期間
（平成25年４月１日～平成25年９月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

直営店 366,148 97.8

百貨店 219,252 91.8

スーパー 153,641 92.9

喫茶部門 24,556 100.8

その他 63,168 105.6

計 826,766 95.8

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対する割合が
10

を超える相手先はありません。
100
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３【対処すべき課題】

  　　今後のわが国経済は、政府の経済・金融政策への期待感から円安と株高が進み、輸出産業を中心として企業の景況

感に改善がみられるものの、円安による原材料価格の上昇や消費者の生活防衛意識が根強く続く中、景気の先行きは

依然として不透明な状況で推移するものと思われます。菓子業界におきましては、食の「安全・安心」はもちろん、

高品質商品の提供が求められる中、人口の減少や、販売形態の多様化による企業間競争がさらに激化するという状況

にあり、厳しい経営環境が続くものと予測されます。

　　　当社においては、長期にわたる継続的な売上高の減少等があり、常態的に資金繰りが逼迫しており、金融機関に対

して平成26年１月末日まで借入金の元本返済猶予を受けております。今後の返済計画については、金融機関と協議中

であります。

　　　当面のところ金融機関からの新規借り入れが困難であるため、当面の運転資金については、創業家及び取引先へ支

援を要請しております。

　　　未払退職金につきましては、平成17年２月に、退職金制度を廃止し、当時587百万円を分割返済するという内容で

労使協定を結んでおりますが、その完済期限が平成27年１月末日と２年以内に迫っております。当中間期末時点にお

ける未払債務残高は252百万円となっておりますが、現状では債務を完済する目途がたっておりません。

　　　こうした経営状況の中、当社は今後の重点課題として、平成25年７月12日付で策定した「経営改善計画」に基づ

き、業績低下に歯止めをかけ、資金繰りを改善すべく販売力強化と新販路開拓に取り組んでおります。同時に、徹底

した製造原価のコスト低減及び経費管理による売上原価率の改善を図り、不況抵抗力の強い経営体質の構築に全力で

取り組む所存であります。　　

　

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間の末日現在において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。なお、重要事象については重要な変更があり、その事項

は、次のとおりであります。

 

　継続企業の前提に関する重要な事象等　

　当社は、毎期売上高の減少が続き、当中間会計期間において30百万円の営業損失を計上している状況にあります。

また、３期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況にあり、当中間会計期間においてもマイナス

となっています。一方で、金融機関より返済猶予を受けている借入金453百万円の返済期日が平成26年１月末日と

なっていることも含めて、今後の資金繰りが厳しい状況にあります。

　当社は、当該状況を解消すべく、平成25年７月12日付で策定した「経営改善計画」に基づき、（１）売上拡大面と

して①商品開発②社員教育・販売力の強化③店舗新規出店④外商活動強化⑤直営店での実演・催事計画（２）経費削

減面として①焼菓子と缶詰商品の外部仕入化②仕入れ単価の見直し③商品構成の刷新と店舗運営体制の強化④人件費

単価の見直し⑤物流費（運送費）の削減⑥人件費の圧縮（給与カット）（３）人員削減により人件費効率化を高める

（４）生産・流通面として①目標管理の強化②売れる商品の供給（５）当面の資金繰りとして役員借入の実施及び創

業家からの資金調達に取り組んでいる途中であります。

 しかしながら、借入金の返済期限の延長に向けての交渉は、現在でもなお金融機関と話し合いの途中であり、また

当面の不足する運転資金の調達についても、具体的な対策が見出せていない状況であるため、今後１年間の資金繰り

が確定できているとは言えない状況であります。従って、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　    　

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　 資金借入契約

契約会社等の　
名称又は氏名

相手方の住所 契約内容 借入契約締結日
 借入金
額　

借入契約期間

㈱三和 和歌山県有田市新堂271
運転資金の

金銭借入

平成25年６月４

日　
30,000千円　

平成25年６月４日から

平成26年３月31日まで

岡本知三 東京都杉並区　
運転資金の

金銭借入　

平成25年５月９

日　
20,000千円

平成25年５月９日から

平成26年３月31日ま

で　

  （注）  当社は、上記の資金借入契約において、担保提供及び借入利息の支払は免除されております。　
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６【研究開発活動】

  当社は『菓子を通じて、感動と和みのある心豊かな生活シーンを提案する』という企業理念に基づき、伝統とモダ

ンをキーワードに研究開発活動に取り組んでおります。　

 製造・商品関連部門におきましては、コンプライアンス厳守を最優先に、品質管理の徹底と顧客満足の最大化を目

指して研究開発活動に取り組んでおります。

  なお、当中間会計期間における研究開発費は８百万円であります。

研究開発活動を示すと次のとおりであります。

　

① 製造関連部門

「品質第一主義」と「安全・安心・おいしさ」の追求を基本に、消費者ニーズを的確に捉えながら、商品の開

発・改善に取り組んでおります。

あべのハルカス近鉄本店の限定商品として、朝生商品（花色衣３種類）を新発売しました。また、直営店などで

は自家需要商品として、焼菓子のいちごブッセ・ハーフカステラを新発売し、店舗活性化と客数増を図りまし

た。　

なお、当中間会計期間における研究開発費は４百万円であります。

 

② 商品関連部門

中元期には、夏季ギフト商品であるプラスチック容器入りゼリー（紀の梅・紀の橘）のデザイン変更や詰合わせ

内容の変更を実施しました。また、洋風蒸し菓子・映（いちごミルク・抹茶ミルク）を投入することで、商品のバ

ラエティ化により売上拡大を図りました。　　　　　　　　　　　

なお、当中間会計期間における研究開発費は４百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社の財政状態及び経営成績の分析は、当中間会計期間の末日現在において以下のとおり判断したものでありま

す。

 

　（１）重要な会計方針及び見積り

　　　　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ま　　　す。

　　　　また、当該財務諸表で採用する重要な会計方針等につきましては第５「経理の状況」重要な会計方針に記載して

おります。

　　　　当社は、特に以下の重要な会計方針及び見積りの判断が財政状態及び経営成績に対して重要な影響を及ぼすもの

と考えております。

　

　　　　①　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　当社のたな卸資産の評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算　　　　　定）によっており、評価方法は原則として、製品については総平均法を、商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品については月別移動平均法を採用しております。

　　　　　また、当社は食品業であり、賞味期限管理を重視しており、賞味期限の到来が近づけば適時処分しているた

め、在庫で評価減を要するものは存在しないと認識しております。

　　　　②　貸倒引当金の計上基準

　　　　　貸倒引当金については、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については財務内容評価法

等により、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

　（２）当中間期会計期間の経営成績の分析

　

　　　①　概要

　　　　　当中間会計期間の経営成績は、売上高826百万円（前中間期売上高863百万円）、売上総利益343百万円（前

中間期売上総利益365百万円）、営業損失30百万円（前中間期営業損失１百万円）、経常利益３百万円（前中

間期経常損失６百万円）、中間純損失０百万円（前中間期中間純損失10百万円）であります。

　　　②　売上高

　　　　　売上高は、前中間期に比べて36百万円減少し、826百万円となりました。

　　　③　売上総利益

　　　　　売上原価は、前中間期に比べて14百万円減少し、483百万円となったものの、売上高が、前中間期比95.8％

と減少したため、売上総利益は、前中間期に比べて21百万円減少して、343百万円（前中間期売上総利益365百

万円）となりました。

　　　④　営業損失

　　　　　販売費及び一般管理費は、コスト削減などを実施いたしましたが、前中間期に比べて６百万円増加の373百

万円となり、営業損失段階では、前中間期に比べて28百万円増加し、30百万円の営業損失（前中間期営業損失

１百万円）となりました。

　　　⑤　経常利益

　　　　　営業外収益が39百万円（内、債権取立益38百万円）、営業外費用は４百万円（支払利息４百万円）となり、

当中間期は経常利益段階で、前中間期に比べて10百万円増加し、経常利益３百万円（前中間期経常損失６百万

円）となりました。

　　　⑥　中間純損失

　　　　　当中間純損失段階では、前中間期に比べて９百万円減少し、中間純損失０百万円（前中間期中間純損失10百

万円）となりました。
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　（３）当中間会計期間の財政状態の分析

　

　　　①　資産・負債及び純資産の状況

　　　　　総資産は、前事業年度末に比べ５百万円（0.5％増）増加し、1,133百万円となりました。

　　　　　これは主に、短期借入金などにより現金及び預金が18百万円増加したこと、売上高の減少に伴い売上債権が

11百万円減少したこと、たな卸資産が２百万円増加したこと、減価償却費の計上などにより有形固定資産が１

百万円減少したこと等によるものであります。

　　　　　負債の部は、前事業年度末に比べ５百万円（0.6％増）増加し、910百万円となりました。

　　　　　これは主に、仕入債務が２百万円減少したこと、短期借入金が20百万円増加したこと、長期未払金が７百万

円減少したこと等によるものであります。

　　　　　純資産の部は、前事業年度末に比べ０百万円（0.2％減）減少し、223百万円となりました。

　　　　　これは主に、中間純損失０百万円によるものです。　

　　　②　当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況

　　　　　「１　業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状況」に記載した項目をご参照下さい。　

　

　（４）経営成績に重要な影響を与える要因について

　　　　当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前述の「４　事業等のリスク」に記載のとおりであ

ります。

　

　（５）経営戦略の現状と見通し

　　　　当社は、経費の見直し、財務内容の是正、経常利益率の向上策を進めております。また、製造部門では品質管理

の徹底及び効率化を更に推し進め、販売部門の強化を図っています。売上確保のため新規販路の開拓及び販売促進

の強化に注力しております。

　

 （６）継続企業の前提に関する重要な事象

当社は、毎期売上高の減少が続き、当中間会計期間において30百万円の営業損失を計上している状況にありま

す。また、３期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況にあり、当中間会計期間においても

マイナスとなっています。一方で、金融機関より返済猶予を受けている借入金453百万円の返済期日が平成26年１

月末日となっていることも含めて、今後の資金繰りが厳しい状況にあります。

当社は、当該状況を解消すべく、平成25年７月12日付で策定した「経営改善計画」に基づき、（１）売上拡大

面として①商品開発②社員教育・販売力の強化③店舗新規出店④外商活動強化⑤直営店での実演・催事計画

（２）経費削減面として①焼菓子と缶詰商品の外部仕入化②仕入れ単価の見直し③商品構成の刷新と店舗運営体

制の強化④人件費単価の見直し⑤物流費（運送費）の削減⑥人件費の圧縮（給与カット）（３）人員削減により

人件費効率化を高める（４）生産・流通面として①目標管理の強化②売れる商品の供給（５）当面の資金繰りと

して役員借入の実施及び創業家からの資金調達に取り組んでいる途中であります。

しかしながら、借入金の返済期限の延長に向けての交渉は、現在でもなお金融機関と話し合いの途中であり、

また当面の不足する運転資金の調達についても、具体的な対策が見出せていない状況であるため、今後１年間の

資金繰りが確定できているとは言えない状況であります。従って、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

　　 新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。

 

（2）重要な設備の除却等

　　 新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年12月24日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000

当社株式は非上場につ

き該当事項はありませ

ん。

単元株式数は1,000株
であります。

計 20,000,000 20,000,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年４月１日～

平成25年９月30日
－ 20,000,000 － 1,103,400 － 699,737
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（６）【大株主の状況】

 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

協和道路株式会社 愛媛県松山市松末１丁目１－５ 1,600 8.00

株式会社三和 和歌山県有田市新堂271 1,090 5.45

岡本　文之助 堺市西区 603 3.01

ゴールドマンサックスアンドカ

ンパニーレギュラーアカウント

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

８５ Ｂｒｏａｄ　Ｓｔｒｅｅｔ Ｎｅｗ

　Ｙｏｒｋ，ＮＹ　１０００４　Ｕｎｉ

ｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ

（東京都港区六本木６丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー）

595 2.97

池田　公平 和歌山県和歌山市 395 1.97

岡本　公一 大阪府吹田市 367 1.83

近藤　隆宣 和歌山県和歌山市 350 1.75

駿河屋共栄持株会 和歌山県和歌山市駿河町12番地 346 1.73

清水　衛　 和歌山県和歌山市 297 1.48

美村　貞直　 千葉県船橋市　 269 1.34

計 － 5,913 29.56

　（注）１. 駿河屋共栄持株会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。　

 　　　 ２. 上記のほか、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,322千株あります。　

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　   92,000
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,678,000 19,678 －

単元未満株式 普通株式　  230,000 － －

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 19,678 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,322,000株含まれておりま

す。

　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2,322個が含まれておりま

す。　　　
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②【自己株式等】

 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社駿河屋

和歌山県和歌山市

駿河町12番地
92,000 － 92,000 0.46

計 － 92,000 － 92,000 0.46

　

２【株価の推移】

　当社株式は、非上場株式であるため、記載事項はありません。

　

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　役職の異動　

新役名 旧役名 氏名 異動年月日

取締役 取締役総務部長 近藤　隆宜 平成25年11月１日
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第５【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月

30日まで）の中間財務諸表について、公認会計士玉置栄一氏、公認会計士村井城太郎氏により中間監査を受けており

ます。

　なお、当社の監査人は、次のとおり異動しております。

　　前事業年度　　　公認会計士 檀上秀逸氏　

　　当中間会計期間　公認会計士 村井城太郎氏　

　

３　中間連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金
※2 66,640 ※2 84,817

受取手形 948 295

売掛金 105,554 94,844

たな卸資産 86,542 88,869

未収入金 2,381 1,930

その他 6,021 4,837

貸倒引当金 △202 △420

流動資産合計 267,886 275,175

固定資産

有形固定資産

建物（純額）
※2 126,032 ※2 121,927

機械及び装置（純額） 44,600 44,126

土地
※2 612,443 ※2 617,340

その他（純額） 30,549 28,600

有形固定資産合計
※1 813,627 ※1 811,994

無形固定資産 7,489 7,125

投資その他の資産

投資有価証券 1,885 2,718

その他 41,284 36,951

貸倒引当金 △3,660 －

投資その他の資産合計 39,510 39,670

固定資産合計 860,626 858,791

資産合計 1,128,513 1,133,966

負債の部

流動負債

支払手形 21,540 24,744

買掛金 59,365 53,352

短期借入金
※2 483,500 ※2 503,500

1年内返済予定の長期借入金
※2 1,503 1,503

未払金 51,287 47,960

未払法人税等 10,080 6,821

未払消費税等 4,240
※3 6,932

その他 21,711 21,718

流動負債合計 653,228 666,532

固定負債

長期借入金
※2 8,163 8,163

長期未払金 243,215 235,525

繰延税金負債 183 390

固定負債合計 251,561 244,078

負債合計 904,790 910,610
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,103,400 1,103,400

資本剰余金

資本準備金 699,737 699,737

資本剰余金合計 699,737 699,737

利益剰余金

利益準備金 6,162 6,162

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,581,211 △1,581,889

利益剰余金合計 △1,575,049 △1,575,726

自己株式 △4,667 △4,684

株主資本合計 223,420 222,726

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 302 628

評価・換算差額等合計 302 628

純資産合計 223,723 223,355

負債純資産合計 1,128,513 1,133,966
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 863,061 826,766

売上原価 497,958 483,638

売上総利益 365,102 343,128

販売費及び一般管理費 367,005 373,841

営業損失（△） △1,903 △30,713

営業外収益
※1 787 ※1 39,142

営業外費用
※2 5,524 ※2 4,822

経常利益又は経常損失（△） △6,639 3,606

特別損失 －
※3 388

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △6,639 3,217

法人税、住民税及び事業税 3,690 3,895

法人税等調整額 － －

法人税等合計 3,690 3,895

中間純損失（△） △10,330 △677
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,103,400 1,103,400

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 1,103,400 1,103,400

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 699,737 699,737

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 699,737 699,737

資本剰余金合計

当期首残高 699,737 699,737

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 699,737 699,737

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 6,162 6,162

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 6,162 6,162

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,519,089 △1,581,211

当中間期変動額

中間純損失（△） △10,330 △677

当中間期変動額合計 △10,330 △677

当中間期末残高 △1,529,419 △1,581,889

利益剰余金合計

当期首残高 △1,512,927 △1,575,049

当中間期変動額

中間純損失（△） △10,330 △677

当中間期変動額合計 △10,330 △677

当中間期末残高 △1,523,257 △1,575,726

自己株式

当期首残高 △4,667 △4,667

当中間期変動額

自己株式の取得 － △16

当中間期変動額合計 － △16

当中間期末残高 △4,667 △4,684
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本合計

当期首残高 285,542 223,420

当中間期変動額

中間純損失（△） △10,330 △677

自己株式の取得 － △16

当中間期変動額合計 △10,330 △694

当中間期末残高 275,212 222,726

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △15 302

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△7 326

当中間期変動額合計 △7 326

当中間期末残高 △22 628

評価・換算差額等合計

当期首残高 △15 302

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△7 326

当中間期変動額合計 △7 326

当中間期末残高 △22 628

純資産合計

当期首残高 285,527 223,723

当中間期変動額

中間純損失（△） △10,330 △677

自己株式の取得 － △16

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△7 326

当中間期変動額合計 △10,337 △367

当中間期末残高 275,190 223,355
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △6,639 3,217

減価償却費 7,593 7,353

貸倒引当金の増減額（△は減少） △660 △3,442

受取利息及び受取配当金 △39 △39

支払利息 5,424 4,822

有形固定資産廃棄損 － 388

売上債権の増減額（△は増加） 7,553 11,363

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,916 △2,327

仕入債務の増減額（△は減少） △5,302 △2,809

未収入金の増減額（△は増加） △1,153 451

未払金の増減額（△は減少） 3,995 187

長期未払金の増減額（△は減少） △2,725 △11,205

その他 △2,298 3,456

小計 △1,168 11,418

利息及び配当金の受取額 39 39

利息の支払額 △5,429 △5,187

法人税等の支払額 △7,756 △7,449

営業活動によるキャッシュ・フロー △14,315 △1,179

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △490 △327

無形固定資産の取得による支出 △1,482 －

投資有価証券の取得による支出 △299 △300

その他 390 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,881 △627

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 16,000 50,000

短期借入金の返済による支出 － △30,000

長期借入金の返済による支出 △15,000 －

自己株式の取得による支出 － △16

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,000 19,983

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,196 18,177

現金及び現金同等物の期首残高 50,364 63,140

現金及び現金同等物の中間期末残高
※1 35,168 ※1 81,317
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社は、毎期売上高の減少が続き、当中間会計期間において30百万円の営業損失を計上している状況にあります。

また、３期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況にあり、当中間会計期間においてもマイナス

となっています。一方で、金融機関より返済猶予を受けている借入金453百万円の返済期日が平成26年１月末日と

なっていることも含めて、今後の資金繰りが厳しい状況にあります。

　当社は、当該状況を解消すべく、平成25年７月12日付で策定した「経営改善計画」に基づき、（１）売上拡大面と

して①商品開発②社員教育・販売力の強化③店舗新規出店④外商活動強化⑤直営店での実演・催事計画（２）経費削

減面として①焼菓子と缶詰商品の外部仕入化②仕入れ単価の見直し③商品構成の刷新と店舗運営体制の強化④人件費

単価の見直し⑤物流費（運送費）の削減⑥人件費の圧縮（給与カット）（３）人員削減により人件費効率化を高める

（４）生産・流通面として①目標管理の強化②売れる商品の供給（５）当面の資金繰りとして役員借入の実施及び創

業家からの資金調達に取り組んでいる途中であります。

 しかしながら、借入金の返済期限の延長に向けての交渉は、現在でもなお金融機関と話し合いの途中であり、また

当面の不足する運転資金の調達についても、具体的な対策が見出せていない状況であるため、今後１年間の資金繰り

が確定できているとは言えない状況であります。従って、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を中

間財務諸表に反映しておりません。　
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（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定しております。）

時価のないもの

総平均法による原価法

（2）たな卸資産

製品　

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

商品、原材料、仕掛品、貯蔵品　

月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

　

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　８～50年　

機械装置及び工具器具備品　　　２～15年　

　

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（3）リース資産

定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　

（4）長期前払費用

定額法

　

３　引当金の計上基準

　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については、

財務内容評価法等により、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

４　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について、僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

５　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（中間貸借対照表関係）

※１  有形固定資産の減価償却累計額

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

建物 518,657千円 522,763千円

機械及び装置 793,805 793,372

その他 202,683 200,619

計 1,515,147 1,516,755

　

※２  担保資産及び担保付債務

  担保に供している資産は、次のとおりであります。

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

預金 3,500千円 3,500千円

建物　 82,846 80,235

土地 612,443 617,340

計 698,789 701,075

  

  担保付債務は、次のとおりであります。

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

短期借入金 483,500千円 443,500千円

１年内返済予定の長期借入金　 1,503 －

長期借入金　 8,163 －

計　 493,166 443,500

  

※３  消費税等の取扱い　　　

当中間会計期間おいて、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、未払消費税等として表示しておりま

す。　
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（中間損益計算書関係）

※１  営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

受取利息 1千円 2千円

受取配当金 37 37

受取講習会収入　 228　 205　

債権取立益　 － 38,361

  

※２  営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

支払利息 5,424千円 4,822千円

    

※３  特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

機械及び装置の廃棄損 －千円 45千円

車輌運搬具の廃棄損　 － 53

工具器具備品の廃棄損 － 289

    

４  減価償却実施額

  
前中間会計期間

（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

有形固定資産 6,698千円 6,467千円

無形固定資産 155 363
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成24年4月1日　至　平成24年9月30日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式     

普通株式 91,467 － － 91,467

合計 91,467 － － 91,467

　

２.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

　　 該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年9月30日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,000,000 － － 20,000,000

合計 20,000,000 － － 20,000,000

自己株式     

普通株式 91,467 904 － 92,371

合計 91,467 904 － 92,371

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加904株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

　　 該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

  
前中間会計期間

（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 38,668千円 84,817千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,500 △3,500

現金及び現金同等物 35,168 81,317

　

（リース取引関係）

　　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参照）。　

前事業年度（平成25年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 66,640 66,640 －

(2）受取手形 948 948 －

(3）売掛金 105,554 105,554 －

(4）投資有価証券 1,885 1,885 －

　資産計 175,028 175,028 －

(1）支払手形 21,540 21,540 －

(2）買掛金 59,365 59,365 －

(3）短期借入金 483,500 483,500 －

(4）1年内返済予定の長期借入金　 1,503 1,738 235

(5）長期借入金 8,163 7,818 △344

　負債計 574,072 573,963 △108

当中間会計期間（平成25年９月30日）

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 84,817 84,817 －

(2）受取手形 295 295 －

(3）売掛金 94,844 94,844 －

(4）投資有価証券 2,718 2,718 －

　資産計 182,676 182,676 －

(1）支払手形 24,744 24,744 －

(2）買掛金 53,352 53,352 －

(3）短期借入金 503,500 503,500 －

(4）1年内返済予定の長期借入金　 1,503 1,738 235

(5）長期借入金 8,163 7,818 △344

　負債計 591,262 591,153 △108

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4）投資有価証券

　この時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項に

ついては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1）支払手形、(2）買掛金、（3）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4）1年内返済予定の長期借入金、（5）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
 

区分 
　　　　前事業年度　　　（千円）

（平成25年３月31日）　
　　　　当中間会計期間　（千円）

（平成25年９月30日）　

長期未払金　 243,215 235,525

上記につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めて

おりません。

　

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

　

（有価証券関係）

前事業年度末（平成25年３月31日）

 その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 1,885 1,399 486

小計 1,885 1,399 486

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 1,885 1,399 486

　

当中間会計期間末（平成25年９月30日）

 その他有価証券

 種類

　
中間貸借対照表計
 上額

（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 2,718 1,699 1,019

小計 2,718 1,699 1,019

中間貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 2,718 1,699 1,019

　

EDINET提出書類

株式会社駿河屋(E00379)

半期報告書

30/36



（デリバティブ取引関係）

         該当事項はありません。

　 　　　　　　　　

（持分法損益等）

         当社は関連会社がありませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

        該当事項はありません。　　

（資産除去債務関係）

　　　　 該当事項はありません。　　　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　 該当事項はありません。　　　　　　　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

当社は、羊羹類、饅頭類、缶詰類、煎餅類等各種和洋菓子の製造と販売ならびにレストラン経営を主な事

業とする単一セグメントであるため、セグメント情報については、記載を省略しております。　

　

Ⅱ　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

当社は、羊羹類、饅頭類、缶詰類、煎餅類等各種和洋菓子の製造と販売ならびにレストラン経営を主な事

業とする単一セグメントであるため、セグメント情報については、記載を省略しております。　

　　

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）　

１.　製品及びサービスごとの情報　

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、　　記載を省略しております。

　

２.　地域ごとの情報　

（１）売上高　

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３.　主要な顧客ごとの情報

売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略しております。　

　

Ⅱ　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）　

１.　製品及びサービスごとの情報　

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、　　記載を省略しております。

　

２.　地域ごとの情報　

（１）売上高　

本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３.　主要な顧客ごとの情報

売上高の10％以上を占める顧客がないため、記載を省略しております。　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。　　　

　

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。　　　

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。　　　

　

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。　　　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）　

　該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）　

　該当事項はありません。

　　

（１株当たり情報）

　
前中間会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

　　１株当たり中間純損失金額（△） △0.52円 △0.03円

（算定上の基礎） 　 　

中間純損失金額（△）　（千円） △10,330 △677

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失金額（△）（千円） △10,330 △677

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,908 19,908

　(注）　潜在株式調整後１株当り中間純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。　

　
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

１株当たり純資産額 11.24円 11.22円

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

（1）　臨時報告書　 　 　  
平成25年６月６日

近畿財務局長に提出。　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。　

　

（2）
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第69期）

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日
 
平成25年６月27日

近畿財務局長に提出。

　

（3）　
臨時報告書

の訂正報告書　
　 　  

平成25年６月27日

近畿財務局長に提出。　

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書であります。

　

（4）
有価証券報告

の訂正報告書　

事業年度

（第69期）

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日
 
平成25年８月30日

近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成25年12月15日

株式会社駿河屋  

 取締役会　御中  

 　　玉置公認会計士事務所 

    公認会計士 玉置　栄一　　　㊞

 　　公認会計士村井城太郎事務所

    公認会計士 村井　城太郎　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社駿河屋の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成25年４月１日から平

成25年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、

中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
　
中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

　私たちの責任は、私たちが、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して実施した中間監査

に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。　

　しかしながら、「意見不表明の根拠」に記載した事項により、私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手することができなかった。

　

意見不表明の根拠　

　継続企業の前提に関する事項の注記に記載のとおり、会社は毎期売上高の減少が続き、当中間会計期間において30百万

円の営業損失を計上している状況にある。また、３期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況にあ

り、当中間会計期間においてもマイナスとなっている。一方で、金融機関より返済猶予を受けている借入金453百万円の

返済期日が平成26年１月末日となっていることも含めて、今後の資金繰りが厳しい状況にある。

　会社は、借入金の返済期限の延長に向けての交渉は、現在でもなお金融機関と話し合いの途中である。また当面の不足

する運転資金の調達についても、具体的な対策が見出せていない状況であり、今後１年間の資金繰りが確定できていない

状況にある。

　これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる。私たちは、経営者に対して合理的かつ実現可能性のある経営改善計画書の提示

を求めたものの、提示を受けることができなかった。

　

意見不表明

　私たちは、上記の中間財務諸表が、「意見不表明の根拠」に記載した事項の中間財務諸表に及ぼす可能性のある影響の

重要性に鑑み、監査意見の基礎を与える十分かつ適切な監査証拠を入手することができなかったため、中間財務諸表に対

して意見を表明しない。

　

利害関係

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　※　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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